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Abstract

WhenlargeearthquakessuchasTokaiandTonankaiinJapanhappen,thecoastal
areainparticularindustrialzoneshouldsufferhugedamageincludingbuildingand
facilityonthecoastwhichfactorcouldbebasicallyclassifiedintotwo;hydrodynamic
forceoftsunamiitself,anddriftingbodiesduetotsunami.Ships,carsanddestroyed
objectscould be drifting bodies.Asseen in the 2004 Indian Ocean Tsunami,
drifting/floatingbodiesandtankscarriedbythetsunamiattackedtocoastalareaand
destroyedtheoffshoreandlandstructures.Inaddition,safety/riskevaluationofstorage
tankfacilitiesintheindustrialareaismoreimportantproblem.Thereforethepurpose
ofthisstudyistoproposethepracticalevaluationsystem fortsunamidamageonthe
driftingbodiesandtankfacilities.

キーワード：津波，漂流物，屋外タンク，津波波力，被害評価
Keywords： tsunami,driftingbody,oilstoragetank,tsunamiwaveforce,damageevaluation

＊＊ 東北大学大学院工学研究科附属災害制御研究センター
DisasterControlResearch Center,GraduateSchoolof
Engineering,TohokuUniversity

本論文に対する討論は平成２２年８月末日まで受け付ける。

＊ 東電設計株式会社
TokyoElectricPowerServicesCo.,Ltd.



藤井・今村：津波に伴う屋外タンクと漂流物による被害に関する実用的評価手法の提案

１．はじめに
津波による災害には，津波の波力による家屋や

構造物の損傷・流出被害，人的被害など様々な被
害がある。切迫する東南海・南海あるいは想定東
海地震が発生した場合，それに伴う津波によって
沿岸域では，甚大な被害を受けることが予想され
ている。その中で，津波が臨海都市部の港湾域に
来襲した場合，船舶や木材等の漂流物が津波とと
もに海域・陸域を漂流し，津波波力だけでなく，
それに漂流物による衝突力が加わることによって
作用津波力が増大して施設や建物を破壊する被害
の発生が懸念されている。このような漂流物によ
る被害を予測することは，津波被害の予防・軽減
対策を講じる上で極めて重要な課題である。
２００４年１２月のインド洋大津波では，屋外タンク

数基が津波により流されているのが発見された。
幸い惨事には至らなかったものの，臨海都市部に
は石油関連貯蔵施設が多数立地しており，ひとた
び地震が発生すると油の流出や火災による二次災
害の発生するおそれがある。１９６４年新潟地震で
は，地震により石油タンクが破壊されて流出した
油が発火し，津波浸水域に火災が拡がった。ま
た，同年アラスカ地震では，地震と津波によって
屋外タンクが損傷し，油の流出後，タンク施設か
ら火災が発生して屋外タンク群が全滅した。この
ような災害事例から，津波により屋外タンク施設
が破壊され，内容物が大量に流出して火災が津波
とともに市街地に拡がった場合，甚大な二次災害
に至るシナリオが考えられる。しかし，想定され
る津波に対する屋外タンク施設の被害を予測する
手法がないため，そのような災害拡大シナリオを
描くことが現状では困難である。
屋外タンクに関連した既往の津波研究として

は，油の流出拡散に関する実験的および数値計算
モデルの検討がなされているが，屋外タンク本体
を対象とした検討はこれまで実施されていない。
津波漂流物に関する研究としては，流木，船舶，
コンテナ等の挙動に関して検討されているが，船
舶等が漂流し，津波とともに陸上に乗り上げた場
合に対する検討例はほとんどない。
屋外タンクの被害や津波漂流物による被害につ

いて評価するためには，タンクに作用する津波波
力の算定と津波漂流物の挙動を把握することが重
要である。そのため，著者らは屋外タンクへ作用
する津波波力および津波漂流物に関する水理模型
実験を実施し，タンクに作用する津波波力の算定
方法および津波漂流物の移動モデルについて検討
してきた。
そこで既検討結果を踏まえ，本論文では，臨海

都市部における陸上構造物として屋外タンクを対
象とし，津波による屋外タンクの被災および津波
に伴う漂流物による被災シナリオについて検討す
る。そして，シミュレーションモデルを活用した
津波漂流物による実用的な被害評価の考え方，屋
外タンクの簡易被害想定手順について述べる。

２．屋外タンクと津波漂流物に関する既
往の被害実態と研究

２．１ 屋外タンク施設と津波漂流物による災害
津波による屋外タンクの被害は，水路部（１９４８），
CommitteeontheAlaskaEarthquake（１９７２），首
藤（１９８７），後藤（２００５）で報告されている。表１
に津波によるタンク被害の概要を示す。２００４年イ
ンド洋大津波だけでなく，過去には１９４４年東南海
地震津波等においてもタンクの移動例がある。タ
ンクはアンカーで固定されず基礎に直接設置され
ることが多いため，移動しやすい構造物と言え
る。タンク本体以外では，１９７９年宮城県沖地震の
とき，破損したタンクからの流出油により，タン
ク基礎および防油堤基礎の洗掘例がある（土木学
会東北支部，１９８０）。これらの例は流出油の高速
な流れにより地盤が洗掘した事例であり，津波に
おいても起こりうる被害形態である。
２００４年インド洋地震津波では，大量の木片とと

もに車両が流されている様子がビデオで見られた
が，１７０７年宝永地震のとき３９１５隻の船舶被害が記
録される（宇佐美，２００３）など，古くから津波来
襲の際には，船舶，木材などが漂流物となって建
物・構造物に甚大な被害を与えてきた。近年では
コンテナやタンクなどが漂流することもあり，港
湾施設やその背後地の破壊の危険性が増してい
る。また，１９９３年北海道南西沖地震では津波襲来
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直後に火災が発生したが，津波漂流物が消火活動
を阻み，手のつけられない状態となった。津波漂
流物は，構造物を破壊するだけでなく，災害発生
後の復旧活動等の妨げとなる場合がある。

２．２ 屋外タンクおよび漂流物に関する既往の
検討および課題

屋外タンクに関連した既往の津波研究として
は，後藤（１９８５），岩渕ら（２００５，２００６）による油
の流出に関する数値計算モデルの検討，細井ら
（１９８０）による遡上津波のタンク群周辺流況および
油流出に関する実験的検討がある。これまでは，
主に油の拡散に関する実験あるいは数値計算によ
る検討が実施されてきたが，屋外タンク本体の津
波時の挙動に関する検討例はほとんどない。その
ため，タンク本体に関する検討は，まず実験によ
りタンクに作用する波力特性を検討し，その結果
を踏まえた被害モード，被害予測手法の確立につ
いて検討すべきと考える。
津波漂流物に関する研究としては，実験的研究

例と解析的研究に分けられ，衝突力については実

験的な検討が，漂流については解析的に検討され
ている例が多い。研究例としては，流木を対象と
した衝突力に関する検討（佐藤ら，１９８１；入江ら，
１９８３；松冨，１９９９；池野ら，２００３），木材の拡散実
験および漂流シミュレーションによる挙動の検討
（後藤ら，１９８２；後藤，１９８３），船舶等の漂流物の
港湾開口部における拡散および挙動に関する実験
（高野ら，２００５；長屋ら，２００５），エプロン上にお
けるコンテナの漂流特性と衝突力に関する実験
（水谷ら，２００５，２００６），船舶の漂流シミュレー
ションの検討（小林ら，２００４）がある。しかしな
がら，船舶等の漂流物が漂流し，津波とともに陸
上に乗り上げた場合に対する検討例はほとんどな
い。最近では，３次元固気液多相乱流数値モデル
（川崎ら，２００７）や粒子法（後藤ら，２００６）による
高精度な数値モデルが検討されつつある。しか
し，広い領域，数時間という比較的大きい時空間
領域を対象に，漂流挙動を解析的に検討した例は
ほとんどない。以上の漂流物に関する既往検討を
踏まえ，今後は次の検討が必要と考える。これま
では主に断面２次元水路による実験が実施されて
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表１ 津波によるタンク被害の概要

タンク被害の概要津波
三重県二木島の重油タンクは高さ７mの津波で３００m
以上押し流された。

１９４４年
東南海地震津波

比較的小さな石油タン
クの移動破壊

引き波で重油タンクが４m移動した。１９４６年
南海地震津波

波高（痕跡高）３．８mで石油タンクが水に浮いて押さ
れて傾いた。

１９６０年
チリ津波

直径７m，高さ８m，容積１３０klの軽油タンクが円形
のコンクリート基礎から離れ，約１０m押し流されて，
軽油４８．６klが溢れ出た。

１９８３年
日本海中部地震津波

重油タンクの底部に亀裂が生じ，重油が流出した。１９６８年
十勝沖地震津波

石油タンクの破壊，油
の流出と火災

地震と津波の為に石油タンクが破壊され，油が流出し
た。数時間後，小型船泊地の東にある燃料油貯蔵タン
ク群から出火して，石油タンク群が全滅した。

１９６４年
アラスカ地震津波

地震で亀裂の入ったタンクからガソリンが地下水と津
波によりに広がった。地震後約５時間経って出火があ
り，広がった油によって延焼した。

１９６４年
新潟地震津波

石油タンク３基が約３００m移動した。また原形をとど
めない程に変形したタンク，防液堤を突き破って移動
したタンクがあった。

２００４年
インド洋大津波
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きたため，平面２次元水槽による実験を実施し，
漂流モデルの検証データを取得する必要がある。
漂流計算においては漂流物同士あるいは漂流物と
構造物間の衝突を考慮することが重要であり，さ
らに漂流物が海域から陸域へ乗り上げる現象，漂
流物が戻り流れにより陸域から海域へ流される現
象，漂流物が海底面や陸上面に接する現象を考慮
することが重要である。

３．屋外タンクに作用する津波波力の評価
３．１ タンク複数基に作用する津波波力
藤井ら（２００６）では，屋外タンクに作用する水

平波力および鉛直波力の算定方法について提案さ
れた。しかし，提案された波力算定式は，タンク
１基に対するものであり，タンク複数基に対して
適用できない可能性がある。そこで，屋外タンク
複数基群の水理模型実験（図１）を基に，屋外タ
ンクに作用する津波波力について検討し，さらに
数値計算による波力の再現を行った。
図２にタンク単体とタンク群体による水平波力

の最大値の比較を示す。タンク群体は，タンク単
体と比較して全般的に最大水平波力が小さい傾向
にあることがわかる。図３にタンク単体とタンク
群前列における水平波力の時刻歴を示す。タンク
単体と群体は２１秒程度まで一致しているが，それ
以降の群体の水平波力は単体のように増加せずほ
ぼ一定となっている。これは写真１で見られるよ
うに，後列タンクからの反射波により前列タンク
背面に作用する波力が増えるため，タンク単体に
比べて水平合力が増加しなかったと考えられる。
そのため，タンク群前列の最大水平波力はタンク
単体のそれよりも小さくなった。なお，藤井ら
（２００６）では，群体前列の波圧分布は単体と同様で
あったと記したが，今回の検討結果から背面の波
圧に違いがあると訂正したい。
次に，タンク群に作用する水平波力を前後列で

比較すると格子配置の場合は前列が大きく，千鳥
設置の場合は後列が大きくなることがわかった。
格子配列の後列に作用する水平波力は前列により
低減されるためであり，千鳥配置の場合は前列タ
ンク間を通過した波が後列タンクに直接作用する

ためである。一方，図４に示す鉛直波力の最大値
は，格子配置，千鳥配置とも前列の鉛直波力が大
きく，タンク単体に対して２倍になるケースがあ
る。図５に示すタンク単体とタンク群前列におけ
る鉛直波力の時刻歴からも群体の鉛直波力の大き
いことがわかる。これは，図に示すタンク群前列
の背面水位がタンク後列による影響で津波水位が
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（b）千鳥配置

図１ タンク群の配置

（a）格子配置
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図３ 水平波力の時刻歴

写真１ タンク後列からの反射波の様子

（a）格子配置 （b）千鳥配置

図２ 最大水平波力の比較

（a）格子配置 （b）千鳥配置

図４ 最大鉛直波力の比較
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上昇したためと考えられる。タンク背面水位が円
周方向に一様に分布し静水圧分布と仮定すると，
タンク単体の場合は最大水位１．４cmに対して鉛
直波力４．３N，群体の場合は最大水位３cmに対し
て鉛直波力９．２Nと計算される。時刻歴の単体，
群体の最大波力は４．８N，８．０Nであることから，
単体と群体の鉛直波力の差は，背面水位の上昇に
よる浮力の増加が主な要因と考えられる。なお，
時刻歴約３８秒に見られるピークは，タンク背面に
設置された壁による戻り流れであり，タンク周辺
に崖地形や建物施設がある場合は波力が大きくな
る可能性があることに留意が必要である。
タンク円周方向の水位波形から水平波力を算定

し，実験による水平波力の時刻歴波形と比較した
のが図６である。図中上段の計算波形は，タンク

単体と群体とも実験による水位計測結果から求め
た。下段の計算波形は，沖側で計測された水位を入
力波とした津波数値計算結果から静水圧分布を仮定
して求めたものである。波力の計算結果は，実験結
果を概ね再現できている。津波数値計算による波力
では，タンク背後に設置していた壁による反射波に
差が見られる。これは，反射波に対する水位計算結
果と実験結果に差異があるためである。
以上より，群体時の複雑な場における津波波力

の時系列は，津波数値計算によるタンク周囲の水
位分布から静水圧分布を仮定して波力を評価でき
ることが確認できた。

３．２ 防液堤による津波波力の低減効果
消防法では，油が漏れた場合にその流出を防止

するため，タンク容量の１１０％以上の容量を持つ
防液堤をタンク群毎に設けることが規定されてい
る。通常，防液堤は０．５～２mの高さがあるた
め，津波浸水に対する防護効果を期待できる可能
性がある。そこで，タンクに作用する津波波力に
対する防液堤の低減効果について検討した。防液
堤設置高さは，２cm（現地換算で２m）である。
図７に防液堤設置の有無による水平波力・鉛直波
力の最大値の比較を示す。タンクに作用する水平
波力は，設置された防液堤により低減されること
がわかる。一方，鉛直波力は防液堤内に津波が貯

３７６

図５ 鉛直波力とタンク背面水位の時刻歴

（a）タンク単体 （b）タンク群後列

図６ 水平波力波形の比較（計算：実線，実験：点線）
（計算結果：上段が実験による水位計測結果も用いた場合，下段が津波数値計算による水位計算結果
を用いた場合）
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留される影響で，防液堤がない場合よりも波力が
増大する。
防液堤は水平波力に対してはほぼ半減できる効

果がある。しかし，鉛直波力は逆に大きくなり，
タンクが浮き上がるおそれがある。防液堤を設置
した場合は防液堤がない場合の鉛直波力に対して
２倍を見込む必要がある。

４．津波に伴う漂流物挙動の計算
４．１ 漂流物の移動計算モデルの概要
漂流物は津波に伴い漂流・移動するだけでなく，

漂流物間あるいは漂流物と港湾構造物や海岸保全
施設間との衝突が想定される。また，船舶等の漂
流物が港内から陸上部へ乗り上げる場合もある。
漂流物が陸上へ乗り上げた場合は，漂流物底部と
陸上部が接触して，漂流が停止することもある。
さらに，船舶のように大きな漂流物においては船
首と船尾で津波流速が異なるため，船首尾への作
用力の違いにより船舶が回転する。その結果，漂
流物は回転の程度により異なった移動軌跡になる
と考えられる。したがって，漂流物の移動計算を
行うためには，これらの現象を適切に取り入れて
予測することが重要である。
既往の木材漂流シミュレーションモデル（後藤，

１９８３；中川ら，２０００）では，津波計算に浅水理論
式，木材の運動方程式中にモリソン式による流体
力算定式が用いられている。しかし，流木間の構
造物との衝突が考慮されていない，陸域への乗り

３７７

図７ 防液堤の有無による波力の比較

図８ 漂流物の移動計算モデルに必要な諸現象と本研究での対応関係
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上げや漂流物前後の流速差に起因する回転運動が
計算できない等の課題がある。
海氷の漂流および衝突問題においては，個別要

素法（DEM）モデルを適用した山口（２００１）によ
る研究例がある。また，目黒（１９８８）は不連続体
しか取り扱うことができなかった個別要素法を，
連続体にも適用できるように拡張した，拡張個別
要素法（EDEM）を提案した。EDEMは，要素同
士を結合させることによって任意形状の連続体を
表現でき，衝突も容易に扱えるため，津波漂流物
挙動の計算への適用が期待できる。
以上を踏まえて著者らは，漂流物のモデルとし

てEDEMによるモデル化方法を検討してきた。
津波漂流物の移動計算モデルに必要な諸現象と本
研究の対応関係を図８に整理した。津波漂流物の
移動計算は，藤井ら（２００５）によるEDEMを基に
する。津波による漂流物への作用力は，浅水理論
方程式によって計算される津波水位および流速か
らモリソン式により求める。本検討における津波
漂流物の移動計算モデルでは，漂流物の挙動とし
て，陸域への乗り上げ，海域への流出，船舶の回
転，船舶底部と陸上部の接触・停止，漂流物間や
漂流物と構造物との衝突現象が考慮可能である。

４．２ 津波漂流物計算結果と考察
藤井ら（２００５）では，漂流物として想定した船

舶が護岸に乗り上げた場合について計算結果と実
験結果を比較した。ここでは，両者の結果の差異
を把握するため，移動量に着目し比較した。図９
にその比較結果を示す。計算による漂流速度は若
干遅い傾向があるが，船舶の動き出すタイミング
や鉛直方向移動の傾向は概ね再現できていると考
えられる。実験では水平位置０．５mに構造物を設
置しているため，漂流物は４６秒程度でそれに衝突
して停止した。一方，計算では構造物を設置しな
かったため，０．５mで停止せず１．０mにおいて船舶
底面が陸上部に接触して回転後，停止した。その
ため，０．５m地点までの結果で比較すると，計算
による到達時刻は，約５５秒と遅い。この原因とし
ては，船舶への津波波力の計算値が小さいことが
考えられる。すなわち，津波波力の算定に用いた
モリソン式中の係数が小さいことが考えられ，係
数の同定について課題が残されている。
実験では船舶が護岸を乗り上げたとき船舶が回

転したが，計算においても再現できていることを
確認できた。この理由としては，津波が護岸を越
流するとき流速が速くなり，船首と船尾で作用す

３７８

図９ 漂流計算と実験による移動量の比較

（b）計算結果（a）実験結果
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る流体力が異なるためであると考えられる。
漂流挙動実験では，実験毎にその挙動が異なる

場合があった。そこで，漂流挙動の変動を考慮し
た計算を実施し，実験との比較を行なった。漂流
物の変動性は，EDEMによる漂流物の確定論的
な位置と後藤ら（１９８２）と同様に拡散による変動
量との和として評価した。x方向と y方向の拡散
係数は同じとし，砕波前の無次元拡散係数は実験
結果から０．００１，砕波後の無次元拡散係数は０．８と
した。乱数発生により拡散を考慮した漂流計算結
果（１０回試行）を図１０に示す。計算結果は６０～６８
秒間で x方向に比べてy方向のばらつきが大きい
様子や，その後さらにばらつく様子を再現できて
いる。しかし，計算によるx方向の移動量は引き
波時で１m程度小さい。これは先の計算におい
て到達時刻が遅いことと同様の原因であり，漂流
物への作用力について改善が必要であることがわ
かった。

５．津波被害の実用的評価
屋外タンクの被害や津波漂流物による被害を評

価するためには，津波外力による屋外タンクの被
災モード，津波漂流物による構造物等の被災シナ
リオを把握することが重要である。そこで，津波

による屋外タンクの被災に着目し，津波に伴う漂
流物による被災シナリオも含めて検討する。次
に，実務への適用を目指した屋外タンクの被害想
定について，タンクへの外力の評価や漂流シミュ
レーションモデルも取り込んだ手順を提案する。

５．１ 津波による被災シナリオ
（１）屋外タンクの被災シナリオ
屋外タンクの特徴やタンクに作用する津波波力

特性および過去の被害事例を基に，津波による屋
外タンクの被災モード（a）～（i）を想定した。屋
外タンクが被災すると，貯槽としての機能が果た
せなくなるばかりでなく，内容液が油の場合，火
災災害に結びつく可能性がある。そして，想定さ
れる各被災モードは，以下のように主に配管の破
損による漏えい，あるいはタンクの破損による側
板・底板からの漏えいへと進展する可能性がある。
（a）屋外タンクの浮き上がり

タンクは空の場合０．２～０．５mの浸水で浮き
上がる。
→滑り・転倒→本体破損・配管破損→漏えい

（b）屋外タンクの滑動
滑動限界を超える水平波力と鉛直波力が作用
する。

３７９

図１０ 漂流挙動計算結果と実験結果の比較
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→配管破損→漏えい
（c）屋外タンクの転倒

転倒限界を超える水平波力と鉛直波力が作用
する。
→本体破損・配管破損→漏えい

（d）屋外タンク側板の座屈
水平波力により部材の応力が降伏値を越える。
→破損→漏えい

（e）屋外タンクの傾斜
側板下部への大きな水平力や揚圧力により屋
外タンクが傾斜する場合，浮き上がりに起因
して底板と側板の溶接部で引張り力による破
壊が生じる。また，反対側では軸圧縮力によ
り側板の座屈が生じる。
→溶接部の破壊・側板の座屈→破損→漏えい

（f）配管の破損
速い津波流速により配管が破損あるいは接続
部が破断する。また，屋外タンクの浮き上が
り，滑動，転倒が生じやすくなるため，屋外
タンクの移動による配管の破損が生じる。
→漏えい

（g）構造物周辺の洗掘
速い津波流速により屋外タンクの基礎部が洗
掘される。
→滑り・転倒→本体破損・配管破損→漏えい

（h）漂流物の衝突
津波と一緒に木材や船舶等の漂流物が屋外タ
ンクに衝突する。
→本体破損→漏えい

（i）防液堤の破壊
防液堤が滑りや転倒することにより，屋外タ
ンクから流出した内容液に起因した二次災害
に対する防止機能が損なわれる。また，津波
によるタンクへの作用波力が増大する。
→防災機能喪失→流出→津波波力増加→破損
→漏えい

そこで，津波時の側板・底板からの漏えいに起
因する被害拡大のシナリオを図１１のように作成し
た。津波時の初期事象として設定した側板・底板
からの漏えいは，地震時と比べ発生原因に違いは
あるものの被災が同様であり，さらに事象の種類

や発生後の被害拡大シナリオも同様であると考え
られる。したがって，地震時を想定したイベント
ツリーに津波時の想定（破線で囲んだ部分）を加
筆した。津波時として加筆した被害拡大シナリオ
は，①津波が遡上し浸水することにより油ととも
に防液堤外へ流出，②津波とともに着火した油と
火災の拡大である。

（２）津波に伴う漂流物による被災シナリオ
臨海都市部には，船舶，コンテナ，木材等の津

波漂流物となると考えられるものが多数存在して
いる。臨海部の背後域には市街地が控えている場
合もあり，津波漂流物の人家への衝突，あるいは
屋外タンクなどへの衝突による二次的な被害の発
生が懸念される。津波に伴う漂流物による被災シ
ナリオを図１２に示す。臨海都市部としては，港
湾，マリーナ，漁港を，津波漂流物としては船
舶，コンテナ，流木，車両を想定した。船舶は大
型船舶，小型船舶，タンカー船に分けた。プレ
ジャーボートや漁船は小型船舶に分類される。係
留船舶は，津波により索やロープが切断され，海
域を漂流することとなる。あるいは，航行中に船
舶が漂流する場合もある。漂流船舶は，引き波時
に座礁して被災する場合がある。また，海域の漂
流による港湾構造物への衝突や陸域乗り上げ後の
陸上施設への衝突によって，構造物や施設を破壊
することも考えられる。
陸域に蔵置されているコンテナは，遡上した津

波とともに漂流し，倉庫などへの衝突による損害
が想定される。また，津波の戻り流れによってコ
ンテナが海域に落下し，漂流する場合もある。コ
ンテナは雨水に対して耐水性があるが，海中に落
下した場合は数十分から数日で沈没する（熊谷ら，
２００８）。航路や泊地に漂流物が沈没して船舶の航
行を阻害する場合は，船舶の航行の安全性が確保
されるまで港湾機能が停止する可能性がある。そ
のため，津波発生後の復旧活動に支障をきたすお
それがある。車両の漂流挙動についてもコンテナ
と同じであると考えられるが，海域への沈没速度
は速いと考えられる。また，屋外タンクも漂流物
として十分想定されるため，ここに取り上げた。

３８０
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流木については水面貯木されている場合もあ
り，コンテナや車両のように沈没することがな
く，海面上に滞留している。そのため，航路や泊
地に漂流物が滞留し船舶の航行を阻害する場合
は，港湾機能を損なうことが想定される。
また，その他の被害としては漂流物が人家や屋

外タンクなどに衝突し，二次的被害を引き起こす
おそれが想定される。

５．２ 津波の被害評価
（１）屋外タンクの被害評価
前章で示したとおり津波波力の時系列波形を津

波数値計算により概ね再現できることから，津波
による屋外タンクの被害予測手法としては，数値
計算が有効である。ただし，数値計算によって評
価を行う場合も，計算領域や屋外タンクの形状・
基数・配置，さらに防液堤の有無によっては格子
の作成が煩雑となる。また，計算自体に時間を要

３８１

図１１ 津波による被災拡大ツリー（側板・底板からの内容物が漏えいした場合，消防庁特殊災害室（２００１）
に加筆）
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するため，すべての地域，施設に対し同じ手法を
適用するのは実用的ではない場合も考えられる。
そこで，津波浸水深と屋外タンクの被災モードと
の関係から屋外タンク施設の被害を簡便的に評価
できる藤井ら（２００６）によって作成された被害判
定図を用いることとした。図１３は内液量，浸水
深，H/D（タンク高さ/タンク内径）を変化させ
た場合の屋外タンクの簡易被害判定図であり，本
研究では被災モードとして滑動，浮き上がり，転
倒を対象としているため，３つのモードに関連し
た図を藤井ら（２００６）より引用したものである。

この被害判定図および津波数値計算結果を用い
た屋外タンクの被害想定手順を図１４に示す。簡便
な方法としては，津波ハザードマップ等の津波水
位を利用して被害判定図から屋外タンクの被害を
予測することが考えられる。ただし，屋外タンク
の被害発生の可能性が高いと判断された場合，あ
るいは被害判定図が単純に適用できない複雑な地
形条件にある屋外タンクについては，地形や構造
物を考慮した津波数値計算を実施し，波力を算定
する必要があり，状況に応じて使い分ける。

なお，上記以外の被災モードに対する簡便的な
被害評価については，今後の課題である。

（２）漂流物による被害評価の考え方
ここでは，実務への適用を踏まえ，津波浸水シ

ミュレーションと漂流シミュレーションを活用し
た津波漂流物による被害評価の考え方を述べる。
図１５に津波漂流物による被害評価手順を示す。被
害評価を行うためには津波浸水シミュレーション
と漂流シミュレーションに分け，以下の検討が必
要と考える。
１）津波浸水シミュレーションの実施
津波浸水シミュレーションでは，計算結果から

浸水範囲を把握し，その範囲から津波漂流物の衝
突を防御すべき構造物，施設，民家等を抽出す
る。そして，屋外タンクや港湾構造物については
津波波力算定式により安全性を評価する。ただ
し，津波浸水シミュレーションにおいて防波堤等
の構造物が考慮されており，その構造物が津波波
力により損壊する場合は，構造物がない状態にて
再度，津波浸水シミュレーションの実施が必要で

３８２

図１２ 津波に伴う漂流物の被災シナリオ
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ある。
２）漂流シミュレーションの実施
津波漂流物として想定される船舶（大型船舶，

漁船，プレジャーボート，作業船等），コンテナ，
車両，木材などを津波浸水シミュレーション結果
や航空写真，現地踏査により抽出し，漂流物の位
置，諸元，数量，航路・泊地，係留施設等につい
て把握する。抽出した漂流物の漂流シミュレー
ションは，津波浸水シミュレーション結果を外力
とする。このとき，砕波等による乱れが発生する
場合は，漂流物の変動性を考慮した計算を実施す
る。漂流物による被害の検討事項を以下に示す。
①構造物，施設への衝突発生の可能性検討

漂流物の軌跡，漂流範囲から被衝突構造物
との衝突発生の有無を把握する。また，衝突
速度や衝突角度に関する情報も得られるた
め，漂流物対策工の設計に対する有益な資料
とする。

②滞留域，座礁・沈没域の把握
復旧，復興の妨げになる木材等の漂流物の

滞留箇所，船舶の座礁，コンテナ等の沈没箇
所を予め把握することができる。

６．おわりに
本研究では，臨海都市部における陸上構造物と

して屋外タンクを対象とし，津波による被害想定

３８３

図１３ 屋外タンクの被害判定図
（各線より上側領域が被害領域を示す）
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図１４ 屋外タンクの被害想定手順

図１５ 津波漂流物による被害想定手順
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手法について検討した。まず，屋外タンク単体と
複数基群に作用する津波波力の違いを明らかに
し，津波波力の評価手法を提案した。次に，藤井
ら（２００５）の津波漂流物の移動モデルを用いて水
理実験に対する計算を実施し，その再現性と課題
を示した。最後に，津波に伴う漂流物による被
災，および津波による屋外タンクの被災シナリオ
について実務への適用を目指した検討を実施し，
タンクへの作用波力評価と漂流物移動モデルを含
めた屋外タンクの被害想定手順を提案した。
津波漂流物の移動速度の予測精度の向上を図る

ことが当面の課題であり，それを基礎とした衝突
力および衝突被害評価について今後取り組んでい
きたい。
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岸工学論文集，第５３巻，pp．１３６１-１３６５．

宇佐美龍夫（２００３）：最新版 日本被害地震総覧
［４１６］-２００１，東京大学出版会，６０５p．

川崎浩司・袴田充哉（２００７）：３次元固気液多相乱流
数値モデルDOLPHIN-３Dの開発と波作用下で
の漂流物の動的解析，海岸工学論文集，第５４巻，
pp．３１-３５．

熊谷兼太郎・小田勝也・藤井直樹（２００８）：コンテナ
沈没挙動測定の現地実験と港湾における漂流数
値シミュレーション，海岸工学論文集，第５５巻，
pp．２７１-２７５．

後藤智明・佐々木順次・首藤伸夫（１９８２）：津波によ
る木材の流動，海岸工学論文集，第２９巻，pp．
４９１-４９５．

後藤智明（１９８３）：津波による木材の流出に関する計算，
海岸工学論文集，第３０巻，vol．３０，pp．５９４-５９７．

後藤智明（１９８５）：津波による油の拡がりに関する数
値計算，土木学会論文集，Vol．３５７，Ⅱ-３，pp．

２１７-２２３．
後藤仁志・五十里洋行・酒井哲郎・奥 謙介（２００６）：

浮体群を伴う津波氾濫流の３Dシミュレーショ
ン，海岸工学論文集，第５２巻，pp．１９６-２００．

後藤洋三（２００５）：スマトラ地震の津波災害による屋
外タンク貯蔵所等の被害事例調査報告，Safety
andTomorrow，No．１１４，pp．６０-７３．

小林英一・越村俊一・久保雅義（２００４）：津波による
船舶の漂流に関する基礎研究，秋季造船三学会
連合大会関西造船協会講演概要集，pp．９-１２．

佐藤愼司・堀川清司（１９８１）：津波による漂流物の橋
脚への衝突力，第３６回土木学会年次学術講演会
講演概要集第２部，pp．７８９-７９０．

首藤伸夫（１９８７）：津波来襲時の石油に関する災害，
津波防災実験所研究報告，第４号，pp．４２-６０．

消防庁特殊災害室（２００１）：石油コンビナートの防災
アセスメント指針，１２１p．

水路部（１９４８）：水路要報 増刊号 昭和２１年南海大
地震報告 津浪編，６７p．

高野英之・藤間功司・長屋昌弘・鴫原良典（２００５）：
２次元波動場における漂流物の拡散現象に関す
る水理実験，第３２回土木学会関東支部技術研究
発表会講演概要集第２部．

土木学会東北支部（１９８０）：１９７８年宮城県沖地震調査
報告書，５０４p．

長屋昌弘・鴫原良典・藤間功司（２００５）：津波による
湾内における漂流物の挙動に関する実験的研
究，第３２回土木学会関東支部技術研究発表会講
演概要集第２部．

中川 一・高橋 保（２０００）：湾内に流出した流木群
の挙動解析，京都大学防災研究所年報，第４３号，
B-２，pp．２９５-３０６．

藤井直樹・大森政則・池谷 毅・朝倉良介・武田智
吉・柳沢 賢（２００５）：港湾における津波漂流物
の数値解析，海岸工学論文集，第５２巻，pp．
２９６-３００．

藤井直樹・大森政則・池谷 毅・稲垣 聡（２００６）：
石油タンクに作用する津波波力と被害予測手
法，海岸工学論文集，第５３巻，pp．２７１-２７５．

細井正延・坪田幸雄（１９８０）：陸岸に遡上した津波の
障害物付近の流況，第２７回海岸工学講演会論文
集，pp．８５-８９．

松冨英夫（１９９９）：流木衝突力の実用的な評価式と変
化特性，土木学会論文集，No．６２１/Ⅱ-４７，pp．
１１１-１２７．

水谷法美・高木祐介・白石和睦・宮島正悟・富田孝
史（２００５）：エプロン上のコンテナに作用する津
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藤井・今村：津波に伴う屋外タンクと漂流物による被害に関する実用的評価手法の提案

波力と漂流衝突力に関する研究，海岸工学論文
集，第５２巻，pp．７４１-７４５．

水谷法美・白石和睦・宇佐美敦浩・宮島正悟・富田
孝史（２００６）：エプロン上のコンテナへの津波の
作用と漂流衝突力に関する実験的研究，海岸工
学論文集，第５３巻，pp．７９１-７９５．

目黒公郎（１９８８）：粒状体シミュレーションによるコ
ンクリート構造の破壊解析，地震研究所彙報，
Vol．６３，pp．４０９-４６８．

山口一（２００１）：海氷変動の数値予測，ながれ，No．
２０，pp．２９５-３０３．

CommitteeontheAlaskaEarthquake(１９７２):The
GreatAlaskaof１９６４,OceanographandCoastal
Engineering,５５６p.
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